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1.は じめに

戸建て住宅を対象に建築物の外装構成や材料の選択と

地域性との関係について明らかにすることを目的に全国

100都 市についてアンケー ト方式で調査を実施 した。

北海道及び東北地方については既に報告済であり,本

文は関東地方について屋根及び外壁材料に限定して,関

東地方以外の地方との比較及び各県間の比較考察を行っ

結果を報告する。

2.調 査方法と調査内容

関東地方建築士事務所協会所属の設計者を対象に,調

査用紙を送付し,必 要事項を記入後返送を受けて調査記

入用紙を回収した。調査対象都市の選定に際しては気候

区分と人口等を考慮 し,東京都を除く6県18都 市とした

(図1)。 回答用紙の回収率は50.3%で ある。

調査対象住宅は過去2年 間に設計したものとし以下の

10項目につき調査 した。(1)主構造(2)屋根材料(3)屋根形状

(4)屋根勾配(6)軒の出(6)破風板の仕上げ(7)軒樋(8)樋受け金

物間隔(8)外壁材料(10)設計上の留意点(自 由記載)

本調査は1994年から1996年にかけて実施 した。

3.調 査地の冬期気候

各地方の調査地の気候資料から冬期最低気温及び積雪

日数について全国平均と比較 して示すと図2,3の 様に

なり,関 東地方は最低気温は全国平均を,積 雪日数は平

均値を下回り,雪 の少ない地域と特徴付けられる。一方

図1関 東地方の調査対象都市

図2地 方別最低気温の比較

図3地 方別積雪日数の比較

図4県 別最低気温の比較
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図5県 別積雪日数の比較

県別では内陸部程低温及び積雪 日数が多い傾向にある。

4.調 査結果と考察

4.1屋 根材料の使用頻度について

地方別の使用状況は瓦系60.7%,石 綿 ス レー ト47.1%

金属 板系14.2%等 で,図6は 地方別に瓦系使用頻度を示

してお り,関 東地方は全国的に平均値に近 い傾向である。

県別の瓦系材料の使用頻度は図7に 示す通 りである。

栃木,神 奈川は石綿スレー ト,金 属板が比較的多 く,千

葉は石綿 スレー トの使用頻度が特に高 い傾向にある。

4.2外 壁 材料の使用頻度 について

地方別の使用状況は窯業系サイディング47.5%,モ ル

タル下地仕上げ45.2%,ALC板29.0%等 である。これ

を地方別で比較すると,窯 業系サイディングは平均以下

他の二者 は平均以上の使用頻度 で特にALC板 は全国一

を示 し,県 別では群馬が68.3%と 高い比率である。

外壁の湿式工法一モルタル下地仕上げ等一として地方

別に比較すると図8の 通 りであ り,北 海道や東北では乾

式工法が特に多いのに対 して関東地方は中位である。こ

れを県別に比較す ると図』9の様になる。大きな変動は群

馬でマイナス側,千 葉でプラス側 に各々約10%程 あ る。

前者はモルタル塗 りが少な く,ALC板 の使用の多いこ

とによる。一方,後 者ではタイル仕上げが22.0%あ り,

平均値の2倍 以上あることによる。

5.む すび

1)気 候特性は全体的には 全国の 中位とみることができる。

冬期最低気温は内陸部が低 く,太 平洋沿岸部は比較的高

い。凍結融解の重要因子である積雪 日数 も内陸部が長 く

太平洋沿岸部では短い。

2)屋 根材料は瓦系,石 綿 スレー トの使用が多 く,寒 冷積

雪地域 とは対照的な使用傾向を示 している。

3)外 壁材料ではモルタル等湿式工法が全国平均を上回 り

この傾向 も寒冷積雪地域とは対照的な様相を示 してお り

県別では使用材料に特徴 的傾向が認められ る。

調査 に協力頂いた建築事務所各位に謝意を表 します。

図6地 方別瓦系葺き材料の比較

図7県 別瓦系葺き材料の比較

図8地 方別外壁湿式工法比較

図9県 別外壁湿式工法比較

(第16回 日本雪工学会大会論文報告集Dec.17-18,1999(富 山市 ・富山県民会館)
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1.は じめ に

雪寒道路法が昭和31年 に制定 され,飛 躍的に雪国

の道路整備は進んだが,過 疎化の波は消えていない。

本稿では豪雪地帯過疎山村における実際の問題点を改

善し,具 体的に居住環境を住民自らが改善して行 くため

の基礎資料を得ることを目的に,新 潟県十 日町市下条地

区において 「環境点検地図」 と 「KJ法 」を組み合わせ

た 「ワークシ ョップ」を行った1)そ の内,「道路除雪」

の問題点と理想像,解 決の方策について報告する。

2.ワ ー ク シ ョッ プの 概 要

2.1下 条地区の概要

下条地区の中心部は,十 日町市中心部の北7.5km,

小千谷市中心部の南12.5kmに 位置 し,国 道117号 線

が貫通 している。下条地区は,1次 生活圏(旧 村単位)

を形成 し,信 濃川に沿って平場が広が り,少 し入ると急

峻な山地とな り,谷 合に小集落が点在 している。

 同地区の面積は24.94km2,耕 地 は僅か3.54k

 m2(田:86.2%)で 、約80%が 山林や河川 となってお

り,山 地の道路は地形に沿って蛇行 している。

居住地は標高100～300mの 間 に位置 し,過 去30年

間の積雪は平場では最深が240cm,平 均 が94cmで,

山地ではそれぞれ391cmと237cm程 度 で,日 降雪深

の最大は,平 均で58cm,最 大は135cmに も達する。

平成7年 の国調によると地区の総人口は4089人 で あ

るが,そ の内65歳 以上の人口が24.1%,75歳 以 上が11.

0%に 達 し,14歳 以下は16.5%と な っている。今後益

々少子高齢の傾向が顕著 となると予測されている

2.2「 道路除雪問題点検地図」づ くり

平成9年11月27日(月)に 第1回 のワークショッ

プを日本雪工学会新潟地区会と下条地区振興会の共催で

センターの広間に地元住民26人 に集まって貰い,日 本

雪工学会有志6人 がコメンテーターとなり,午 前10時

か ら午後5時 にかけて以下の如き流れで開催 した。

まず主催者の挨拶,主 旨説明,参 加者の自己紹介,日

程説明などを行い,次 に班分けとグループ幹事の選出を

行い,下 条地区の1/3,000の 住 宅地図並びに文房具

一式を配布 して作業を行った。

☆ 「道路除雪問題点検地図」の作成要領

・歩道除雪路線(緑 色)
,消 パ イ路線(水 色)

・1種 路線(紺 色),2種 路線(黄 色) ,3種 路線(赤 色)

・冬期閉鎖(黒 色) ,十 日町市道路除雪網(橙 色)

・交通標識(赤 色○印) ,車 待避箇所(水 色□印)

・雪捨て場(黄 色△印) ,ゴ ミ集積箇所(緑 色◇印)

・避難箇所
,雪 崩危険箇所,交 通危険箇所,吹 き溜ま り

箇所などに赤 ×印を付け,赤 ラベルに状況を記入 し,

 邪魔にな らないスペースに貼 り込み,引 き出し線で結

ぶ。(以 下同様)

・無雪道路沿いに車庫を確保 してい る場合
,そ の箇所に

紺のサインペ ンで点 を打ち,利 用者の家 と青ボールペ

ンを使い,直 線 で結ぶ。

2.3下 条 地区の 「道路除雪の理想像」の抽出

平成10年3月21日(土)の 午前10時 か ら午後5時

にかけて,日 本雪工学会雪国住宅 ・居住地計画委員会と

下条地区振興会の共催で,第2回 の ワークシ ョップをセ

ンターの研修室を使い開催 した。前回と同じテーマにつ

いてどのような形 となれば下条地区にとって理想的か,

20人 が3班 に分かれてブ レーンス トー ミング形式で理

想案をリス トアップした。その後,KJ法 を用いて整理

し,前 回と同様にその結果を参加者全員の前で発表 し,

討 論を行った。

下条地区にお ける 「道路整備の理想像」(表 省略:以

下大項 目のみ示す)

無雪の幹線 ・支線 ・生活道路網の整備,降 雪強度に対

応 した道路雪処理体制の確立,公 共交通機関の整備 と活

用,交 通弱者対策,他

2.4下 条 地区の 「道路整備の実現の方策」の検討

第3回 は平成10年6月13日(土)の 午前10時 か ら

午後5時 にかけて,日 本雪工学会新潟地区会雪国住宅 ・

居住地計画研究会と下条地区振興会の共催で,開 催 した。

セ ンターの研修室を使い,前2回 の結果 を踏まえなが ら,

16人 が3班 に分かれて前回 と同様に具体化の方策につ

いてKJ法 を用いて整理し,討 論を行った。

十 日町市下条地区における 「道路問題の解決手段」(表

省略:以 下大項 目のみ示す)

高度情報化と道路整備,関 連問題 の解決,他2)

*1前橋工科大学*2新 潟工科大学
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3.結 果 の 考 察

3.1「 道路除雪問題点検地図」の結果について

問題点のラベル化 と地図への貼り込みを行い,完 成 し

た下条地区の 「道路除雪問題点検地図」を基に説明を受

け,そ の対策等についてフリーディスカッションした。

・この地域の道路を担当する除雪車のオペ レーターが地

元住民の中にお り,市 役所でも把握 し切れていない今

までオペ レーター自身の頭の中にしか存在 していなか

った最 も正確な道路除雪状況が地図上に示され,道 路

除雪の現状把握 とそれ に対する問題点が指摘 された。

図1下 条地区除雪計画路線図(十 日町市)

写真1実 際の下条地区除雪路線図

・生活道路の舗装は殆 どされているが,路 面が凍 り4W

D車 で も急勾配でス リップ して登れない道路がある。

そのような場所では仕事に出られな くなるため,若 い

人はいな くなってしま う。

3,2下 条地区の 「道路整備の理想像」について

・ロータ リー除雪車が入れ るように道路幅員を確保 し,

堆積場を整備 して,広 い歩道を付ける。

・道路脇に四季折々の花を植 え,道 路端のゴミや ドブ川

の掃除をし,生 活道路周 りを綺麗にする。

・電柱を地中化 し,街 路樹 を植えて景観を良くする。

・圃場または信濃川か ら流雪溝用 として水を確保 し,屈

曲部を改善 して水が流れ易い構造にする。

・交通情報の提供システムを確立 し,交 通機関の連携を

図って,公 共交通を利用 し易くす る。

・スクールバスを活用して高齢者世帯の交通確保を図っ

た り,車の相乗 り制度の整備 をしてお互いに助け合 う。

3.3下 条 地区の 「道路問題の解決手段」について

・音声言語によるパ ソコンや電子メール,イ ンターネッ

トのホームページ,デ ジタルテレビやケーブルテ レビ

による情報ネ ットワークを整備 し,家 にいなが ら必要

な情報が得 られ,サ ー ビスが受 けられ るようにする。

そのためには,地 理情報 システムを活用 し,市 役所な

どの公的な情報を地図化 し,誰 でも利用可能にする。

・カーナ ビを普及 させ,高 齢 ドライバーでも安全に安心

して目的地に辿り着けるようにする。

・国県道には流雪溝ないし消雪パイプの整備や歩道の拡

幅整備を行って貰 う。

・市私道の沿道や宅地の道路沿いには住民が協力 し,春

・夏 ・秋に一斉に咲 く花を植 え,沿 道を綺麗にする。

・ゴミステーションの雪処理を当番制で行い ,使 い易 く

し,綺 麗に維持する。

・地方分権問題や環境問題,高 齢化と少子化の問題は,

高度情報化及び道路の整備によって一気 に改善 して行

ける形で推進する。

4.お わ りに

幹線道路のみを見ていると驚 くほど広 くて立派であ

るが,一 歩地区の内部に入 り込むと平場地帯でも道路は

狭 く,山 地では蛇行 し,狭 くて雪崩の危険もあ り,集 落

の生命線である道路の維持管理は極めて大切であること

が分かる。そのような道路の改善の一方,超 高齢社会を

迎える中で,情 報システムの整備により,こ れまでの僻

地の壁が克服できるとの展望 も描かれた。

今後,こ のワークショップの結果を踏まえ,下 条地区

振興会が中心的な役割を果たして行 くこととなるが,こ

れまでにコメンテーターなどとして参加 した 日本雪工学

会の有志は,深 澤大輔,青 山清道,木 村智博,永 井雅人,

湯 沢昭,北 村直樹,濱 島良吉,野 口孝博,柳 三代治,で

ある。今後もこれ らのメンバーがこの成 り行きを見守 り

続 け,具 体的な形で豪雪 ・過疎 ・高齢の乗 り切 り方につ

いて,下 条地区住民と共に考えて行 く必要がある。

参 考 文 献

1)深 澤大輔:高 齢化社会を迎えた豪雪地帯の雪対策,下

条ワークシ ョップ報告会資料,pp.1-12,平 成11年3月.
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1.は じめに

わが国の高度経済成長に伴い豪雪地帯中山間農村部で

昭和40年 前後に見 られた若年層の流出を中心とする過

疎化現象は,平 成11年 現在その世帯主が後期高齢者化

す るにつれて空き家化が進行 し,戸 数の減少 している地

区が至る所に見られ,さ らに深刻にな りつつある。

昭和50年 代頃から克雪住宅の建設が盛ん とな り,最

近は十 日町地区では新設住宅の80～90%が 高床式や滑

落式 ・融雪式で建てられるようになっている。

本稿では豪雪地帯過疎高齢農山村における問題点を改

善 し,具 体的に居住環境を住民自らが改善して行 くため

の基礎資料を得ることを目的に,新 潟県十日町市下条地

区において平成9年11月 か ら10年6月 にかけて 「環境

点検地図」 と 「KJ法 」を組み合わせた 「ワークショッ

プ」を行った1)。 その結果の内 「屋根雪処理」を取り上

げ,そ の問題点と理想像,実 現の方策について報告する。

2.ワ ー ク シ ョッ プの概 要

2.1 下条地区の概要

居住地は標高100～300mの 間に位置し,過 去30年

間の積雪は平場では最深が240cm,平 均が94cmで,

山地ではそれぞれ391cmと237cm程 度 となる豪雪地

帯である。

平成7年 の国調によると地区の総人口は4089人 で,

その内65歳 以上の人口が24,1%,75歳 以上が11.0

%,14 .歳以下は16.5%と なっている。今後益々少子

高齢の傾向が顕著となると予想 されている。

平場には山地から移転 して来た人々の高床式の滑落型

住宅の建設が見 られ,戸 数は増加 しているが,中 山間集

落には空き家が 目立ち,廃 村直前の集落が点在 している。

2.2 「屋根雪処理問題点検地図」づ くり

平成9年11月27日(月)に 第1回 のワークシ ョップ

を日本雪工学会新潟地区会と下条地区振興会の共催でセ

ンターの広間に地元住民26人 に集まって貰い,日 本雪

工学会有志6人 がコメンテーターとなり,午 前10時 か

ら午後5時 にかけて以下の如き流れで開催 した。

まず主催者の挨拶,主 旨説明,参 加者の自己紹介,日

程説明な どを行い,次 に班分けとグループ幹事の選出を

行い,下 条地区の1/3,000の 住宅地図並びに文房具

一式を配布 して作業を行った
。

☆ 「屋根雪処理問題点検地図」の作成要領

・雪下ろし方式建物(赤 色) ,滑 落式建物(黄 色),載

雪式建物(紺 色),融 雪 式建物(緑 色)

・廃屋[離 村世帯家屋](黒 色)

・流雪溝 ・水路 ・河川(水 色)

・高床式住宅(右 肩に赤色○印)
,融 雪池のある住宅(左

下に紺色囗印)

・屋根雪処理の問題箇所 ・危険箇所に赤色 ×印を付け
,

赤 ラベルに状況を記入。

2.3下 条地区の 「屋根雪処理の理想像」の抽出

平成10年3月21日(土)の 午前10時 か ら午後5時

にかけて,日 本雪工学会雪国住宅 ・居住地計画委員会 と

下条地区振興会の共催で,第2回 のワークシ ョップをセ

ンターの研修室を使い開催 した。前回 と同 じテーマにつ

いてどのような形 となれば下条地区にとって理想的か,

20人 が3班 に分かれてブレー ンス トー ミング形式で理

想案を リス トア ップした。その後,KJ法 を用いて整理

し,前 回 と同様にその結果を参加者全員の前で発表 し,

討論を行った。

下条地区における 「屋根雪処理の理想像」(表 省略:

以 下項 目のみ示す)

理 想的な雪処理方法,滑 落式住宅,融 雪式住宅,載 雪

式住宅,高 床式住宅,貯 雪式住宅,他

2.3下 条地区の 「屋根雪処理の実現の方策」の検討

第3回 は平成10年6月13日(土)の 午前10時 か ら

午後5時 にかけて,日 本雪工学会新潟地区会雪国住宅 ・

居住地計画研究会 と下条地区振興会の共催で,開 催 した。

センターの研修室を使い,前2回 の結果 を踏まえなが ら,

16人 が3班 に分かれて前回と同様に具体化の方策につ

いてKJ法 を用いて整理 し,討 論を行った。

下条地区における 「屋根雪処理の実現」の方策 一多様

な階層構成に対応 したきめ細かな対策の必要一(表 省略

:以 下項 目のみ示す)

土地,住 宅更新,年 齢,家 族構成,年 間所得,住 宅資

金,住 宅団地,社 会,他

*1新 潟工科大学
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3.屋 根 雪 処 理 に関 す る結 果 の考 察

3.1「 屋根雪処理点検地図」の結果について

・一見して 目に付く滑落 ・載雪 ・融雪式の克雪型住宅は

,予 想以上に少なく,全 体の7割 にあたる家屋が雪下

ろしに頼るもので,除 雪のされる国道沿いへ移転 した

家屋では,下 ろした雪の処理にも困っている。

図1下 条地区の屋根雪処理方式別家屋分布

・山あいの地区では街場に出るのに生活が不便なため過

疎化が進み,集 落としての生活機能を維持し得る限界

の20世 帯を割 り込む集落が28ヶ 所中10ヶ 所 も存在

し,高 齢化が進む中で空き家が増 え生活環境の悪化が

進んでいる。そ うした集落では,無 雪道路沿いへ移転

しているが,そ の土地に元から住む住民との折 り合い

が うまくいかず,狭 くて道路のない不便な土地 しか購

入できなかった。このため克雪型住宅地としての整備

が進まず,ス プロール住宅地となって しまっている。

・同居 している高齢者が殆どなため
,現 在,屋 根雪下ろ

しが出来なくて困っている世帯は,極 く僅かである。

・50代 の世帯主が高齢化する頃になると
,同 居世帯が

減 り,屋 根雪処理が現在よりも深刻化する。

・克雪住宅居住者 は,全 体の30%で しかなく,残 りの

70%の 世帯の克雪住宅化は,所 得の面か らは難 しい。

3.2下 条地区の 「屋根雪処理の理想像」について

・屋根の上に載せたままにしておける載雪式住宅にして

雪処理の経費がかからない方式にする。

・融雪式住宅に して屋根の上で融かして水に して流す。

融雪水 は地下または河川に流れるようにする。その融

雪エネルギーは,太 陽熱ない し風 と気温を利用す るも

の とし,炭 酸ガスを排 出す るものは避ける。

・立地条件を活か し,屋 根から直接川とか崖に落とし,

自然に落ちた雪を処理する。

・貯雪式住宅に して
,夏 にはその雪を冷房に利用 した り,

雪 そのものや冷水を利用 してエネルギーを節約す る。

3,3下 条地区の 「屋根雪処理の実現」について

・山地か平場によって積雪深や土地条件が異なるので ,

先祖伝来の土地に建て替えるか,地 区内の良い場所を

探 して移るか,自 分の代で家を畳んでしま うこととす

るか,真 剣 に考える。

・若い人でも10年 後 ・20年 後 ・30年 後 をイメージしな

がら屋根雪処理方式の選定を行 う。

・現在は殆どの世帯が独立住宅に住んでいるが
,高 齢化

し,屋 根雪処理 を初めとする家の管理や生活の維持が

困難となることが予想 される場合には,ケ ア付きの集

合住宅についても考えてみる必要がある。

・現在は同居 していて も,20年 後 にも子供や高齢者は

そのままか どうか考え,適 正な規模のもの とする。

・家族の年間所得や住宅資金調達能力に応 じて
,ど のよ

うな形の住宅更新とす るか考える。

・以上のような多様な居住階層構成に対応 したきめ細か

な対策 を自分 自身 ・家族 ・地区などで考え,雪 下ろし

か ら解放された住宅づくりを推進する必要がある。

4.お わ りに

国道沿いや新興住宅地では克雪住宅が点在 している

が,一 歩それから外れると老朽化 した人力雪下ろし方式

の住宅が殆 どである。改善の進まない世帯は,高 齢化 し

た将来に展望が見出せず,そ の場所に住み続 けるかどう

か,は っきりしないためと考えられる。具体的な形で後

継 ぎや嫁の確保が出来 る条件を整備 しないと,今 後,急

速に世帯数が減少 し廃屋化が進む危険性がある。

参考文献
1)深 澤 大輔:高 齢化社会を迎えた豪雪地帯の雪対策,

下条ワークシ ョップ報告会資料,平 成11年3月.
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豪雪地帯(奥 阿賀地域)に おける高齢化社会への対応策に関する調査報告

Report of Investigation on Measures for the Aged Community 

at Heavy Snow Area (OKUAGA District)

•›–k‘º’¼Ž÷* Naoki KITAMURA

青 山 清道*2

Kiyomichi AOYAMA

湯 沢 昭*3

Akira YUZAWA

西 澤 輝 泰*4

Teruyasu NISHIZAWA

永 井 雅 人*5

Masato NAGAI

1.は じめに

巨大な構造物の建設や地下を縦横掘削をして空間を

広げている大都会とは対称に、降雪になれば生活道路

の確保することも困難な地域もある。豪雪地帯と呼ば

れる地域では、若年層の人口流出によって過疎化が進

み、残された住民が年々高齢化する傾向が続き、結果

的に高齢者社会が形成されてしまった。このように地

域では地域の存続さうも危ぶまれ深刻な問題を抱えて

いるのが原状である。新潟県東蒲原郡の三川村、鹿瀬

町、津川町および上川村の4ケ 町村は、行政区の垣根

を取り払って、共同で地域振興を促進するために、奥

阿賀振興協議会を設立してその対策を講じている。

平成9年10月1日 に磐越自動車道の全線が開通し

て沿線地域の交通量が増加する傾向示しているので、

それを単なる通過交通で終わらせるのではなく、地域

の振興に取り入れて活性化の材料として活用する考え

が浮上し、その計画の取り組みを開始した。しかし、

それには莫大な整備費が必要とされ容易に実施するわ

けには行かないのも事実である。まず、この地域の実

状を整理する必要があるので、ここでは、実態の報告

を行うこととした。

2.地 域の概況

奥阿賀地域の2町2村 は新潟県東蒲原郡に在り東は福

島県境に接している(Fig.1)。 四方を丘陵に囲ま

れた山間地で、江戸時代から明治末期までの水運時代に

会津と日本海を結ぶ物資の拠点として繁栄したが,近 年

物資の輸送が陸上交通に主導権を奪われ、材木の需要が

衰退する中で、徐々に人口の減少が進み高度経済成長期

を境に若年層人口の流出が進み、急速に高齢化社会を招

くに至った。

気候は典型的な日本海型気候で、毎年、12月 から4月

上旬まで降雪に見舞われ、平地でも1.5m以 上の積雪

に達する豪雪地帯である(Tabie 1)。

Table 1 Depthof mean maximum smowdrift

Fig.1 Position of OKUAGA District

*1前 橋市立工業短期大学建設工学科教授*2新 潟大学積雪地域災害研究センター助教授*3前 橋工科大学

建設工学科教授*4新 潟大学経済学部教授*5新 潟大学経済学部助教授

57



3.人 口状況

平成7年(1995年)実 施の国勢調査では、本

地域の総人口は16,787人 で、どの町村も大幅

な人口減少の一途にある。総人口に対する65歳 以

Fig.2 Relation on the number of old aged (A)

 to population (B)

上の人口が占める割合、すなわち、高齢化率は30

%を 超えてしまい、全国平均より10年 以上も早い

テンポで高齢化が進んでいる(Fig.2参 照)。

4.自 然資源と観光客誘致の対策

離村あるいは都市への定住によって流出した人々

を呼び戻すことは現実的に不可能である。そこで、

豊かな自然資源を活用した個性的な観光およびレク

リエーションで入込者数を増やす方法がこの地域の

活性化に効果があると考えた。最近の5年 間で本地

域への観光入込数は約230万 人に達している。こ

れを季節別に大別すると、春25%、 夏26%、 秋

36%、 冬13%と 年間を通じて比較的バランスの

とれた来訪者数になっている。 「何を目的に訪れた

か」を分析したところ、温泉24%、 自然景観49

%、 その他の名所旧跡、産業観光、祭、イベント等

で27%で あることが分かった。特に、自然資源と

しての磐梯朝日国立公園飯豊地区、阿賀野川ライン

県立自然公園、および湖沼、渓谷、天然記念物等の

埋もれた観光資源が存在しているので、観光施設を

整備 して自然資源との連携を計画することで、観光

入込数の増強に力を注ぐことが本地域の活性化に期待さ

れる要因だと考えられる。自然公園(磐 梯朝日国立公、

阿賀野川ライン県立公園〉、歴史文化財(将 軍杉、麒麟

山植物群、旧会津街道石畳、吉田松陰記念碑)、 観光施

設(狐 の嫁入 り屋敷、森林科学館)、 登山 ・ハイキング

コース等無名の観光資源を有効利用すべきである。

5.ま とめ

高齢化対策はそれ単独で取扱得る問題ではない0そ の

事を念頭において観光に注目をして地域の活性化を論じ

てきた。本地域には、日本海側と太平洋側を一本で結ぶ

専用自動車道が開通し、大都市との時間的な距離が大幅

に短縮された(Fig.3)。
一本の自動車道によって、これまでとは違う異質のもの

を共有する軸となり得るように努力をすべきだと考え、

異なるものを共有することを保持することによって、本

地域のさらなる有効な振興策を模索すべきである。市町

村の枠だけでなく、県、地方の枠さえも取り払った総合

的な施策があってこそ、はじめて真の有効対策が生まれ

てくるものと信 じる次第である。

本研究は現在も継続中である。これまでに地元自治体
1の首長様にお世話になっています

。また、資料提供等で

は、奥阿賀振興協議会事務局長をはじめ多くの方々から

御協力をいただきました。紙面を借 りてここに御礼申し

上げます。

Fig.3 Position of around cities
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戸建住宅の防寒防雪技術の普及過程に関する研究

その1,北 海道における防寒防雪技術の発達と課題

Study on the spreading of the construction methods of detached houses protected against cold and snow 

 Part 1. The development of the construction methods protected against cold and snow in Hokkaido

大垣 直明*

Naoaki OHGAHI

1.は じめに

近年における北海道の戸建住宅の発達はめざま しいも

のがある。ことに、寒 さに対応 した住宅性能(防 寒性能)

の獲得はかつてのわが国の住宅にとっては未知の性能確

保であ り、わが国の近代住宅技術史上でも特筆されるべ

き成果である。それは,「北方型住宅」 として北海道の住

宅対策とも一致 し、行政的支援のもとで全道で展開する

ことになるが、近年ではその成果は東北地方へ も伝播さ

れている。本稿は北海道における防寒防雪技術の発達と

生活との関わ りについてまとめた。

2.防 寒技術の発達と生活

防寒技術の発達は一方で生活要求を満たすが、他方で

新たな生活上の問題点(課 題)を 発生させながら進行 し

てきた。その具体的な様子を表-1に 示 している。

断熱材が挿入 されていない時代には、住宅内部は外部

とさほど変わらない温度環境であったので、暖房方式や

防寒工法が住宅の設計に影響を与えることはな く、自由

な空間構成の採用が可能であ った。

昭和40年 頃になると、断熱材が開発され挿入 されるよ

うにな り、さらに外付アル ミサ ッシが導入されて、窓面

の気密性が向上 した。しか し、まだ断熱気密性能は未熟

な時代であったので、空間構成は大きく拘束 された。暖

房効率をよくするために居間中心型のプランの採用、一

体型のLDK、 階段 ・便所の玄関ホールへの設置などで

ある。その結果、居間におかれたス トーブ1個 で1階 の

居間と居間に接続する2部 屋の暖房を可能に したが、こ

のことは従前の住宅に比べて暖房効率を著 しく高めたの

で大き く普及することとなった。 しか し、台所と居間が

一体で接客時に困る、便所 ・風呂が非暖房空間に配置さ

れ極めて寒いなどの生活上の犠牲を強いられたが、それ

らは生活要求として次代の改善課題となった。

高断熱 ・高気密性能は北国の厳 しい環境条件を克服 し、

住宅全室の暖房空間化 と省エネルギー化を達成 した。ま

た、かってはタブーとされた居間への階段 ・吹抜けの設

置や空間の一体化 も可能になった。 しか し、その一方で、

多 くの問題を発生 させた。その1は 外気との交流がほぼ

途絶えることによって、湿度を調整 したり臭気 ・ガスを

排出するための新たな換気装置の設置が必要 となったこ

とである。その2は 高断熱 ・高気密の効率を上げるため、

勝手口 ・ベランダが消去 され、外部への出入 口が玄関の

みになったことである。庭との接続が切れ、生活上の不

満が生 じている。その3は 居間に集まる必然性がなくな

ったことによって、個室にこもる傾向が現れ始め、家族

のあ りように問題を生 じていることである。

3.防雪 技術の開発と課題

北海道において雪対策 も重要な課題であるが、その対

応は防寒性能確保より遅れている。雪問題のうち、もっ

とも大きな問題は敷地外では除雪車が置いていった雪山

の処理であ り、敷地内では屋根雪の処理である。北海道

は伝統的に切妻屋根(鉄 板葺き)を 採用 し、住宅周りに

落雪させるのが普通のや り方であった。広い敷地を確保

できる時代はそれでよか ったが、都市化の進展とともに

敷地が狭小になり、落雪が隣地へ落 ちる、通行の障害に

なる、積雪が窓面をふさぐなどの問題が深刻になってき

た。そういう状況に対応 して開発された工法 ・技術が無

落雪屋根と高床式である(表-2)。

無落雪屋根の最大の利点は屋根雪を住宅周りに落とさ

ないことにある。筆者の試算では必要除雪量の約30%を

軽減することができる。 しか し、大雪時には雪下ろしを

しなければならない、雪庇ができる、外観が固 くなじみ

がないなどの問題点をもっている。敷地狭小化の中では

必要技術だと位置づけられるが、外観デザインは洗練 さ

れる必要がある。

4.ま とめ

住宅の高断熱高気密化は快適な温度環境 と省土ネルギ

ー化を獲得 したが
、一方で居間と庭の連続性が切れたこ

と、居間に家族が集まる必然性が薄 くなり個室にこもる

傾向が生 じているなどの新たな問題 を生 じている。これ

らの解決が次の技術開発の目標となる。

*北 海道工業大学 ・教授 ・工博
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表-1北 海道における戸建住宅の防寒技術の発展プロセス

表-2北 海道における戸建住宅の防雪技術の発展プロセス

注)筆 者のこれまでの研究成果からまとめたものである。
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戸建住宅の防寒防雪技術の普及過程に関する研究

その2.東 北地方への防寒技術の普及とその評価

Study on the spreading of the construction methods of detached houses protected against cold and snow 

Part 2. The spreading of the construction methods protected against cold to Tohoku

○ 中村 幸 治*1大 垣 直 明*2谷 口 尚 弘*1小 川 泰幸
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1.目 的 と方法

前編では、北海道における防寒防雪技術の発達と課題

について明らかに した。本稿では、近年東北地方にも普

及が進んでいる高断熱高気密性能のうち断熱材と窓サッ

シの多重化を取 り上げ、その普及状況と地元での評価に

ついて明らかにする。

研究方法は、普及状況については住宅金融公庫 「住宅

・建築主要データ調査報告」(平 成元年度、平成4年 度、

平成6年 度)を 用いた。評価については1998年8月 に実施

した東北地方400市 町村の住宅行政担当者に対す るアン

ケー ト調査結果を用いた。調査方法は郵送による配布回

収方式であり、その配布回収状況を表-1に 示す。回収

数は229市 町村、回収率は57.3%で あ った。調査内容は

各地域の様式 ・材料の採用状況、北方気候対応様式や伝

統的様式に対する評価、住宅供給業者の状況、住宅情報

などである。

表-1市 町村アンケー ト票の配布回収状況

2.高 断熱高気密性能の普及状況

東北地方における断熱材(天 井、壁、床)と 窓サッシ

多重化の普及状況を図-1に 示す。

断熱材は北海道では昭和40年 頃よ り挿入が始まり、今

日では天井:200mm以 上、壁:100m田 以上、床:100mm以 上

が通例 となっている。これに対 し、東北地方は近年断熱

材の挿入が進行 してきており、北に位置するほど挿入厚

さは厚 くなっているが、北海道に比べ ると低い水準であ

る。挿入 される断熱材厚さの中心は天井:100mm、 壁:

青森では100mmで あるが他は100mmと60mmに ピークがある、

床:青 森では100mmと60mmに ピークがあるが、他は60mmと

40mmに ピークがある。

一方、窓の多重化(窓 サ ッシの2重 化、3重 化、複層

ガラスの使用)は 北海道ではすでに100%近 く達成 され

ている。これに対 して、東北地方も近年急速に窓サ ッシ

の多重化が進んでおり、北に位置するほど日本海側ほど

その採用率が高 くなっている。青森県はすでに80%を 越

えてお り、断熱材の挿入 も含めて、かな りの高断熱高気

密性能を確保 していることがわかる。他県の窓サッシ多

重化率は秋田61.7%、 山形53.8%、 岩 手52.9%に 対 して、

宮城35.1%、 福島25.0%は 低 い比率 となっている。

このように、東北地方 も戸建住宅の高断熱高気密化は

着実に進行 しており、ことに青森県はもっとも高い水準

を確保 している。

図-1東 北地方における断熱材 ・窓の多重化の普及状況(金 融公庫 「住宅 ・建築主要データ調査報告」による)・

*1北 海道工業大学大学院*2北 海道工業大学 ・教授 ・工博*3(株)カ ミヤマ
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3.高 断熱高気密性能に対す る評価

札幌圏 ・青森市 ・仙台市 ・山形市で実施 した居住者ア

ンケー ト調査結果(文 献2)に よ る高断熱高気密性能に

対する住民の評価を図-2に 、市町村アンケー トによる

行政担当者の評価を表-2に 示す。

<住民>「 よい」と評価 している比率は青森市で79.9%、

山形市で72.3%、 仙 台市で63.0%と 札 幌圏の数値とさほ

ど変わらず、東北3都 市の高断熱高気密性能に対する関

心の高さを表す。図-1で 示 した断熱材の挿入や窓サ ッ

シの多重化を促進 している要因の1つ と考えられる。

<行政担当者>条 件付き肯定 も含めると、全ての県での

評価の高 さをみることができる(特 に省エネルギーの成

果が支持 されている)が 、肯定的な評価の中にも結露の

問題や換気の問題に対する疑問点、さらにコス トの面で

一般化には至 らないという意見 も出ている
。また少数で

はあるが、積極的否定派の意見の中には 「本当に風土に

適 しているのか」などといった疑問が提起 されている。

以下では評価に関する自由記述の中から代表的なもの

を取 り上げ掲載する。

・省エネ及び快適性を考えると、これか らの雪国にはぜ

ひ活用されるべきである。(青 森県三厩村)

・東北地方で も取 り入れた方がよい。(秋 田県大潟村)

・省エネルギー対策 として有効手法であ り、今後どん ど

ん普及 していくと思う。(山 形県東根市)

・すべての建築物を高断熱高気密化にすることは疑問に

思 う。(宮 城県塩釜市)

・高気密については、現在の在来工法でも十分だと思 う。

断熱はある程度の必要充分量で足 りる。

(宮城県蔵王町)

・断熱性 ・気密性を高めることは省エネルギーにつなが

るので、高断熱高気密住宅については今後多 く採用さ

れると思 う。ただし断熱化 ・気密化にあわせて換気の

確保が必要であ り、外の 自然の空気をどのように して

取り入れるかが問題だと思 う。自然の風 ・温度を機械

に頼 らず 自然に取 り入れる方法が大切だと思 う。

(宮 城県大河原町)

・あまりにも気密すぎて箱の中に入っているような気が

し、気持ちにゆとりが持てない。 くつろぎ感が夏場は

ない。(秋 田県昭和町)

・地域の気候に合ったものがよい(必 ず しも高断熱 ・高

気密がよいとはいえない)。(秋 田県西 目町)

・高断熱については、多種多様な方法があると思われる

が、いずれに してもイニシャルコス トは増大する。 し

か し、住居環境の快適性、結露対策などを考慮すれば

必要な措置と思われる。また長期的な視野を展望 した

場合、エネルギー費のランニ ングコス トは減額すると

図-2高 断熱高機密に対する住民の評価

表-2高 断熱高気密に対する行政担当者の評価

A)積 極的肯定

B)条 件付き肯定

C)消 極的否定

D)積 極的否定

E)評 価できない、わからない

思 う。一方、高気密についてはいかがな ものかと思わ

れる。小屋組であれば木材表面に発泡 ウレタン等を吹

き付けることになるので木材と して収縮 ・乾燥を繰 り

返すものであり、人体にも何らかの影響を及ぼすので

は と考える。また、構造的にも開口部の制限を受ける

であろうか ら。(山 形県米沢市)

4.ま とめ

東北地方における高断熱高気密住宅への関心は極めて

高 く、今後 もさらに導入されていくであろう。一方で、

北海道型住宅がそのまま東北地方に導入されることに抵

抗を感 じている意見もあ り、今後それぞれの地域の気候

風土 ・文化にあった技術や住宅様式の開発が必要である

と考えられる。
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1,は じめに(目 的と方法)

前稿で、東北地方への高断熱高気密性能の普及状況 と

地元の評価について明らかに した。本稿では、同様に近

年北海道か ら東北地方へ伝播 し普及 し始めている無落雪

屋根の普及状況と、東北地方の住民 ・行政担当者に対す

るア ンケー ト調査か らその評価について考察す ることを

目的と している。

研究方法は、前稿と同 じである。

「無落雪屋根」とは、北海道で広 く採用 されている屋

根形態。敷地が狭い、金属板ぶきの木造住宅に用いるM

型の屋根。勾配を1:10程 度 と し、立 ち上が りを最低限と

して、屋上積雪深を少な くする。屋根面の中央近 くに急

な勾配の横 どいを入れ、建物 内部に置 く縦 どいで、融雪

水を排水する。屋根下天井に十分な断熱層を設け、大き

な通風口で小屋裏を外気温に近 くし、金属板の継ぎ目加

工を入念にするのがコツ。広義には陸(水 平)屋 根、雪

止め屋根 も含む。(日 本雪工学会編 『雪氷辞典』遠藤明

久による。写真-1は 無落雪屋根の上部から俯瞰 した様

子を示 している。)

2.無 落雪屋根の普及状況

無落雪屋根は、北海道で昭和30年 代後半に考案 され、

幾多の失敗を繰 り返 しながら昭和50年 代半ばにほぼその

ノウハウを確立 した。札幌市を中心に大き く普及 し、一

時は50%を 越 えるシェアを得たこともある。近年無落雪

屋根が東北地方へも普及 しているが、その普及状況を地

域別に分析するために、市町村ア ンケー ト調査結果の平

均採用率をメシュに落 としたのが図-1で ある。

これをみると、青森県だけが高い採用率を示 している。

青森県は金融公庫調査の平成成元年のデータでは平均で

21.9%、 平 成7年 のデータでは34.4%な っている。市町

村アンケー ト結果では、青森市と岩木町が新築住宅の80

%を 越えて採用 されている。写真-2は 最近の青森市内

の新興住宅地の様子を示 しているが、札幌のそれと見間

違 うほどである。

無落雪屋根採用の地理的分布の特徴は南下するほど、

急速に採用比率が急減することである。積雪量の少ない

岩手県、宮城県、福島県の東部で採用率が低いのは当然

であるが、積雪量の多い秋田県、山形県、福島県の西部

に至っても低い数値にとどまっている。

平成10年8月 に実施 した青森市建築指導課のヒア リン

グ調査の結果によると、青森市における急激な無落雪屋

写真-1無 落雪屋根の俯瞰 写真-2青 森市内の新興住宅地の景観 図-1無 落雪屋根の普及状況

*1北 海 道工業大学大学院*2北 海道工業大学 ・教授 ・工博*3(株)カ ミヤマ
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根普及の背景と して、56豪 雪以降住宅の雪対策が行政 ・

業者 ・住民の重要な関心事となり、北海道への視察や研

究者の講演招聘などを通 じて無落雪屋根のノウハウを学

んだことに加えて、近年の宅地狭少化に伴 う隣地との ト

ラブル(隣 地に落雪する)の 防止が最大の採用理由であ

るという。

3.無 落雪屋根の評価

<住民>札 幌圏 ・青森市 ・山形市で実施 した住居者アン

ケー ト調査結果による無落雪屋根に対する評価を図-2

に示す。

青森市では 「良い」が68.2%に も達 し札幌圏と同等の

評価値であるのに対 し、山形市ではわずか20.9%に す ぎ

ず、 「良 くない」という評価 も18.7%も 存在する。この

ことが採用率の大きな差に反映している。その背景には

降積雪量や雪質の違いに加えて、居住者の住宅観(こ と

にデザイン観)の 違いも影響 していると考え られる。

<行政担当者>東 北地方6県400市 町村で実施 した行政担

当者ア ンケー ト調査結果による無落雪屋根に対する評価

を表-1に 示す。

青森県 ・秋田県では積極的な肯定派が比較的多いが、

岩手県 ・山形県 ・福島県では非常に少な く、宮城県に至

ってはゼロである。肯定派が少ない4県 で積極的否定派

が多いのは当然であるが、肯定派の多い青森県 ・秋田県

でも否定派が少ないわけではない。

ア ンケー トの自由記述の中か ら無落雪屋根に関す る肯

定派の評価及び、否定派の評価を整理 してみる。

・肯定的評価 として、 「雪処理労働の軽減」 「落雪、転

落等による事故防止」を上げているが、このことは高齢

化社会を向かえるにあたり大変有効である。さらに、

「土地を有効に利用する」 「隣地との トラブルを回避す

る」といった狭小敷地に対するメ リットを上げるものも

みられた。

・否定的評価として、 「排水溝に枯れ葉などが詰まる」

「凍害及び漏水の恐れ」といった施工や管理上の問題が

上げられているが、これは無落雪屋根の構造をよ く理解

している意見である。また、フラ ットな屋根形態が作 り

出す 「貧 しい住宅の外観デザイン」 「画―的な街並み」

に対する批判もみられ、伝統的な屋根形態に対す る根強

いこだわ りを反映 している。さらに、 「構造材のサイズ

ア ップによる建設コス トの増大」といった経済的問題 も

指摘されている。

・全体と していえることは、積雪量が少ない地域または、

敷地が広 く雪処理に問題がない地域では 「必要がない」

とい う評価が多い。そのため積雪量の少ない太平洋側の

岩手県 ・宮城県 ・福島県は 「積極的否定」とともに、

図-2無 落雪屋根に対する住民の評価

表-2無 落雪屋根に対する行政担当者の評価

A)積 極的肯定

B)条 件付き肯定

C)消 極的否定

D)積 極的否定

E)評 価できない、わからない

「評価できない ・わからない」とい う意見 も多 くみられ

たが、無落雪屋根に関する情報が入 ってきていないこと

を示 している。一方、積雪量の多い 日本海側の青森県 ・

秋田県は無落雪屋根の必要性について一定の理解はある

ものの、地域によってはまだまだ否定的である。また豪

雪地帯で湿雪である秋田県 ・山形県では、 「日照時間が

短 く融雪に時間がかかりすぎる」 「雪の量が膨大なため

構造的に不安である」などの評価が寄せられている。ま

た、 「無落雪屋根は雪下ろしがいらない」という誤った

情報が流れていたり、 「地震が起きても大丈夫なのか」

とい う意見もあった。

4.ま とめ

無落雪屋根は北海道において、その過程で多 くの失敗

を重ねながら数10年 かけて開発され改良されてきた工法

である。東北地方への普及にあたっては、無落雪屋根の

構造や維持管理方法を正 しく理解す ることが重要である。

その うえで、それぞれの地域条件に対応 した適用がはか

られるべ きである。

無落雪屋根は青森県を中心にして普及が進展 している

が、それ以外の地域では普及 は進んでいない。それは雪

が少なく必要性がないこと、正 しく情報が入っていない

こと、フラットな屋根形態に強い拒否意識が存在するこ

となどの背景によっている。
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